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導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

 （１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

愛荘町は、人口２０，１３６人（令和７年１月３１日現在）を有し、古くは中山道の

宿場町として栄えてきた。町南部に一級河川愛知川、中央部に一級河川宇曽川が流れ、

古くから水との関りが深く、町域の約４割を田畑が占める田園地帯である。また、東部

には名神高速道路と国道307号が、西部には国道８号がそれぞれ南北に縦断しており、

交通の要衝でもある。 

本町の人口は、２０２０年をピークに、以降は一貫して減少傾向が続いており、２０

４５年では全体の約３割が老年人口になると推測される【出典：国立社会保障・人口問

題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（２０２３）年推計）」および第２次愛

荘町総合計画（後期基本計画）】ことから、地域活力の低下が懸念される。 

事業所数は、「卸売業、小売業」の割合が最も高く、次いで「製造業」「サービス

業」となっている。一方で、従業員数、付加価値額は「製造業」が突出して高くなって

いる【出典：令和３年 経済センサス（ＲＥＡＳＡＳ）】ことから、培われてきたモノ

づくり技術が本町の産業構造の根幹をなしていることが分かる。 

本町の事業者のほとんどが中小企業者であり、地域経済の基盤を支える上で、重要な

役割を果たしているが、後継者や働き手不足、消費の縮小など、急激に変化する社会情

勢の影響を受け、厳しい状況下にある。こうした状況を踏まえ、中小企業者の先端設備

等の導入促進を図ることで、生産性、競争力を向上させ、経営基盤の強化を図るととも

に、 地域経済の活性化を目指す。 

 

（２）目標 

愛荘町第２次総合計画（後期基本計画）では、中小企業者等の生産性向上のための設備

投資を加速させることとしている。導入促進基本計画を策定し、先端設備等導入の後押し

をすることで、設備投資を促し、地域活力を生み出していく。その実現のため、本計画期

間中に４件以上の先端設備等導入計画の認定を目指す。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 先端設備等導入計画を認定した中小企業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

中小企業者による幅広い取組を促すため中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項

に定める先端設備等の全てとする。 



ただし、太陽光発電設備については、本町の雇用や地域経済の発展に資する設備と

なるように、先端設備等導入計画を申請する中小企業者が自らの工場や事業所（常時

雇用する従業員がいる工場・事業所に限る。）の敷地内に設置し、その所在地において

自ら消費するものに限る。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

本計画における対象区域は、町内全域とする。 

（２）対象業種・事業 

 愛荘町の産業は、小売業、製造業、建設業と多岐に渡り、多様な業種が愛荘町内の経

済、雇用を支えていることから、これらの産業で広く中小企業者の生産性向上を実現す

る必要がある。従って、本計画において対象とする業種は全業種とする。 

生産性向上に向けた取り組みは新商品の開発、自動化の促進、ICT 導入による業務効率

化、省エネの推進等、多種多様である。従って、本計画においては、労働生産性が年率３％

以上に達すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 令和７年 4 月 1 日から令和 9 年３月 31 日までとする。 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 先端設備等導入計画の計画期間は、３年間、４年間、または５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

① 人員削減を目的とした先端設備等導入計画は認定の対象としない。 

② 公序良俗に反する取組や反社会的勢力との関係が認められるものについては、先端

設備等導入計画の認定の対象としない。 

③ 先端設備等導入計画の認定を受けた中小企業者は、本町が必要とした際には、計画

の進捗状況を報告することとする。 

④ 町税を滞納している場合は、認定対象としない。 

 

 


